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＜論文＞

代替開発戦略論覚書

－，.コーテンにおける階級、ジェンダー、

ネイション、エコロジー、公共圏一（下）

岡野内正

る。しかし、いま必要な変革が拠って立つの

は地球市民であり、地球市民がもつ地球規模

の使命感のうえに、９０年代の民衆の開発運動

の土台を築かねばならない｡」(Kortenl990＝

1995：108；135訳文は若干変更）

民衆は、このように規定された「地球市民」

として、さらに、次のように無能な国家（｢市

場の失敗」に対比される「国家の失敗」！）か

ら権力を奪い取るべきものとされている。

「東欧では、支配的な国家が開発の原動力と

して機能することの限界が露呈し、急速かつ

激動を伴った変革の嵐が押し寄せた。一連の

できごとは、権力者（この場合ゴルバチョフ）

が地球市民としての役割を選び取り、人々が

その機会をとらえて政治・経済制度を新しい

イメージの下に創造し直す機運が高まれば、

人間がこしらえた諸制度を短期間のうちに変

革しうることを証明した｡」（Ibid.：１５６－

１５７；199） 

「国家の支配に限界のあることは、南におい

ても疑う余地のないほど明瞭になっている。

南の国家は、発展の名においてあらゆる人間

活動を支配しようと躍起になり、発展にとっ

て欠かせない革新性、主体性、地元資源の活

用を阻害してきた｡」（Ibid：１５７；200）

目次

１はじめに：ＮＧＯの開発実践の到達点

２階級：核心としての生産財の支配

３ジェンダー：平等参加からエコフェミニズ

ムへ（以上前号）

４ネイション：地球市民意識と建設的ローカ

リズムによる再編成（以下本号）

５エコロジー：ラディカルな社会変革を伴う

エコロジー革命

６公共圏：会社の操作に対抗しうるコミュニ

ケーション

７おわりに：世界の再「部族」化？

４ネイション：地球市民意識と建設的

ローカリズムによるネイションの再

編

民衆中心の開発が、アイデンティティのレ

ペルで、ナショナルなものを乗り越えて地球

的なものをめざすべきことは、明確にされて

いる。

「『市民』（Citizenship）にもいくつかの異な

ったレペルー地域コミュニティの市民、国家

の市民（nationalcitizen)、地球市E←があ
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アジア・アフリカ研究（第３７７号）

こうして、ソビエト式の社会主義国家とと

もに、南の開発主義国家が一刀両断されたう

えで、現実の国家は弱者の利益を代表しえな

いこと、それゆえ、正当な代表者として主権

を主張しえないし、領土の排他的な支配権も

主張できないと宣言される。

「過去数十年間、開発資源を分配する最終的

な決定権を政府に委ねてきた理由の一つに、

『慈悲深い国家』の神話があった…。その神話

に加えて、国の主権をめぐる二つの時代遅れ

になりつつある概念…その一つは主権は国益

の正当な代表者である国家にあるというもの。

もう一つは、ある国がその領土内で何をしよ

うとそれはその国のみが預かり知るところの

ものであるというものである｡」（Ibid：１５９；

203） 

こうして「時代遅れ」を宣言された国家主権

論に対して、｢今日の概念では､主権は…市民、

民衆に由来する｡」（Ibid.）として、市民＝民

衆主権論（人民主権論！）が対置される。こ

こで、民衆は、世界市民たることが要請され

ているのであるから、さらに、次のような国

境を超えた世界市民＝民衆の主権論、そして

事実上の革命権が主張されることになる。

「相互依存性は、世界の国と市民が、互いの

内情について正当な関心をもつ状況を生み出

し、旧来の国の主権の概念の下で許される範

囲を大きく越えて、そうした内情を変えるよ

うに求める権利を生み出している｡」（Ibid.：

１６１；205） 

とはいえ、このような主張は、これ以上展

開されているわけではなく、むしろ、人権論

において、自由権・参政権、社会権に続いて

しばしば「第3世代の人権」と言われる、いわ

ゆる連帯の権利の主張であると理解すべきか

もしれない（さしあたり田畑1988，第７章参

照)。

ところで、人民主権論と結びついた民族自

決原則の主張が、歴史的経緯からして複雑な

民族的あるいはエスニックな構成をもつ諸国

家からなる現代の「国民国家」において、し

ばしば暴力的な民族紛争につながるという問

題に、コーテンが気付いていないわけではな

い。

「国家間の戦争に代わって、共同体内に高ま

る緊張と社会的な絆の断絶の産物である同国

人同士の抗争が増えている｡」（Ibid.：１６４；

208） 

「公正な和解は、今日の世界ではもっとも基

本的な開発ニーズの一つである｡」（Ibid．：

189；242） 

Kortenl990＝1995では、このような問題

に対する処方菱としては、地球規模の非軍事

化の推進とともに、世界市民意識を強化させ

るような、「魂の再生」を促すような、ボラン

ティア組織の活動に期待を寄せるだけであっ

た（第３表、およびKortenl900＝１９９５：Ｃｈ

ｌ４；第１４章、参照)。

しかし、Ｋｏｒｔｅｎｌ９９５＝１９９７では、エコロ

ジー革命の展望として、次のような重層的な
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が困難なほど巨大で複雑になってしまった国

は、いくつかの小さな国に分かれるかもしれ

ない。ソ連は実際に分裂したし、カナダでも

検討されている。現在アメリカでローカルな

権限と自律性（localauthorityand

autonomy)を強化しようという政治運動が高

まっているのは、アメリカが運営不可能なほ

ど複雑で巨大な国になってしまったためでも

ある。ＮＡＦＴＡ、ＡＰＥＣ、ＧＡＴＴといった多

国間協定が、巨大化をさらに助長している。

商業や貿易の規制を含めて、かつて連邦政府

レベル（nationallevel）に委ねられた権限の

より多くを各州に移した方がいい。反対に、

より小さな規模の多くの国々は、小さすぎて

存続が難しいことがわかれば、何らかの形で

合併するかもしれない｡」（Kortenl995＝

1997：２７４－２７５；３４７－部改訳）

さらに、Kortenl999＝２０００では、「生命

の知恵」の6項目（Kortenl999＝２０００：1211

180)、「ポスト大企業世界の設計原理」９項目

(Ibid8126；189)、「健全な市場の１０原則」

(Ibid.：１５５；234）の中に、「自己完結的・地

域密着型社会｣、「境界線の維持｣、「人間的な

規模の自己組織化｣、「エネルギーの自給自足

体制｣、「閉サイクルでの物質利用｣、「地域間

の電子コミュニケーション｣、「多様性と自立

性の追究」といった、項目が埋め込まれてい

る。そして、「多様･性を賞賛し､民衆と地球の

ためになるような国際協力を支持すると同時

に、ローカルなものの独立性（integrityof

コミュニティを描いてみせる。すなわち、ま

ず、家計（Household）を基礎単位として中

心に置き、地域コミュニティ（Community)、

より大きな地区（District)、国（Nation)、近

隣諸国からなる地域(Region)､地球(Global）

という順番で重層的に重なって、だんだん大

きくなる同心円でイメージされる「入れ子状

の経済単位（NestedEconomies)」の図

(Kortenl995＝１９９７：275,Figure2L3；邦

訳本では訳出されてない）を描いてみせる。

そして、この同心円状のそれぞれの経済単位

の「それぞれのレベルが、内在的責任の原則

に基づいて、可能な限りにおいて、自給自足

的に統合され（integratedself-reliant)、

自分たちだけでやっていけるような（self-

managing）政治的･経済的・生態学的コミュ

ニティ（community）として機能することを

めざす｣(Ibid.:273-274;345-346-部

改訳）ような重層的なシステム（amultilevel

system）のイメージである。なお、「内在的責

任の原則」とは、資源配分のコストを外部化

せずに内部で負担するという、コーテンが示

す「２１世紀社会のための基本原則」のひとつ

である。ここでは、ネイションは、このよう

な重層的システムのひとつのレベルとして、

完全に相対化されてしまっている。こうして、

ソ連解体を想起しながら、次のようなアメリ

カ合衆国解体への展望が語られる。

「人間社会を重層的なシステムに作り変えれ

ば、世界地図も今とは違うものになる。運営
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thelocal）を守ろうとする新しい『建設的

ローカリズム（positivelocalism)』」（Ibid.：

237；３５８－部改訳）に注目し、「無数のロー

カルなストーリー（locaIstories）が融合し

て、ナショナルな目標の再定義とナショナル

な諸制度の変形をめざす全体論的（holistic）

連動が生まれ、ローカルなストーリーは、新

たな意味を持つ」（Ibid.：２３８；３５９－部改訳）

ようになり、「生命中心のネイション（Life-

centeredNations)」（Ibid.）が生れることが

期待されている。ここでは、地球的規模の市

民的な全体と、ローカルな基礎的コミュニテ

ィとを媒介するレベルとして、ネイションあ

るいは国民国家のレベルを再定義することが

めざされている。ローカルなコミュニティで

の「思慮深い市場」論において、国家の介入

が前提され、個人への所得保障政策や公費に

よる健康保健など、高度な福祉国家がネイシ

ョンのレベルで構想されていたことを思い出

すべきであろう。

以上のように、コーテンの場合、ネイション

は、エコロジー革命の展望の中で、家計や地

域コミュニティからグローバルな規模にいた

る同心円的な重層的コミュニティを構成する

｢市民的アイデンティティ」創出の構想の中で

徹底的に相対化され、「生命中心（Life-

centered)」のエコロジカルなものに変形され

ながらも、アイデンティティのひとつのレペ

ルとして保存される。そして、このようなグ

ローバルで重層的な市民的アイデンティティ

Iま、グローバルな会社支配への対抗運動の中

で形成されることが展望されている。「ガンに

飢えを、生命に糧を」「身近なことから始めよ

(Startfromwhereyouare)」「重層的な

レベルで介入せよ（Interveneatmultiple

level)」（Ibid､262,263,266$397,399,405-

部改訳）といった見出しに続き、「個人・家族

(personalandfamily)」に始まり、「コミ

ュニティ」「ナショナル」「インターナショナ゛

ル」な４つのレベルで列挙される行動提起は、

そのような戦略的展望をもつものと見るべき

であろう（行動提起の内容は、第３表参照)。

このようなコーテンのネイション論は、ア

メリカについても第三世界についても、ナシ

ョナリズムや民族紛争の具体的な分析を踏ま

えて提起されているわけではない。アメリカ

合衆国解体の提起も示唆にとどまっている。

しかしながら、このような議論は、ナショナ

リズムの中でも市民的ナショナリズム（civic

nationaliSm）の展開の中に、近代ナショナリ

ズムに伴う諸問題解決の鍵を見出そうとする

ナショナリズム研究における潮流と、事実上、

重なり合う（たとえば、Smithl986＝1999、

Mannl993＝２００５など)。

５エコロジー：ラディカルな社会変革

を伴うエコロジー革命

すでに触れたように（第１表参照)、地球生

態系危機の認識はきわめて明確であった。

－１８－ 



代替開発戦略論覚審（下）（岡野内正）

「もっとも根源的な問題は、私たちのものの

考え方、すなわち経済成長を第一の目標とし、

それを追求し続けられるという考え方そのも

のにある。富を消費する北の国々が地球の生

態系をギリギリのところまで負い込んでいる

なかで、私たちには三つの取るべき道がある。

第一は、南も北も従来の経済成長路線を推し

進め、必然的に起こるであろう地球生態系の

崩壊を待つ道。第二は、南北の貧困層を永遠

に貧困のなかに打ち捨てる道。そして第三は、

南北の過剰消費者が環境に与える負荷を減ら

して、貧困層が人間らしい生活を送れるよう

にする思い切った手段を取る道だ。…この三

つしか選択肢はない｡」(Kortenl990＝1995：

ｘ；２） 

さらにKortenl995＝1997において、会社

植民地主義（CorporateColonialism）への

処方菱として提起される「エコロジー革命

(TheEcologicalRevolution)」は、「科学

万能・産業第一の時代が始まるきっかけとな

ったコペルニクス革命」と対比され、次のよ

うな人類史的展望の中に位置づけられる。

「コペルニクス革命が、自分自身とまわりの

世界に対する迷信から私たちを解き放って科

学と産業の時代をもたらしたように、エコロ

ジー革命は、精神と物質とのより全体論的な

統合を基礎に、これまで人間が考えたことも

なかったような社会と精神の発達を促してく

れるだろう｡」（Kortenl995＝１９９７：２６８；

３３９－部改訳）

エコロジー革命の具体的な課題としては、

第３表に示したような諸項目があげられてい

る。それは、すでにネイションの項でも検討

したように、すぐれて分権的で自給的なロー

カルな経済単位からなる世界システムとして

イメージされている。

「エコロジー革命の諸原則が目指すのは、権

力と責任が公平に分配され、民衆の居場所が

創り出され、多様な生命が育まれ、一つの集

団が自分たちの消費の社会的・環境的コスト

を外部化して他者に押しつけることができな

い、そんな地域経済（localeconomies）で

構成される世界システムである｡」

(Kortenl995＝１９９７：３４７－部改訳）

そして、Kortenl999＝２０００では、このよ

うな革命に向って人々の行動を変えるべき、

次のような意識の目覚めが、「生命系について

の新しい研究」などに基づいてとりわけ強調

される。

「未来がどうなるかは、私たち自身が地球の

生のプロセスの一部として存在しているとい

う自覚を深められるかどうかにかかってい

る｡」（Kortenl999＝２０００：１４；２３）

このように、「地球全体を自己組織的な生命

体と捉えるガイア仮説」（Ibid.：８９；134）的

な、いわば反人間中心主義的な発想は、カプ

ラを始めとす全体論（holism）的な著作の豊

富な引用（Ibid.：１１４；171）とともに、同書

の骨格をなしている。このようないわばデ

ィープ・エコロジー的な議論は、しばしば厳

－１９－ 
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しく批判されるように、反人権的な思想や現

実社会の権力構造の中での抑圧を無視する議

論につながりかねない危うさをもつ

（Bookchinl990＝１９９６、Mellorl992＝

1993：Ｃｈ３；第３章、Dobsonl995＝２００１：

Ｃｈ２；第２章など参照)。しかし、コーテンの

議論を、このようなエコロジー的潮流の中で

もきわめてユニークなものにしているのは、

先述のように、利潤を追求する会社による資

本主義システムを癌と対比し、そのような全

体の生命系の中で、全体を破滅に追いやる危

険で病的な部分としてとらえ、その除去を主

張していることであろう。

こうして、コーテンの議論は、エコロジー思

想の系譜からみても、きわめてラディカルな、

社会変革的な思想になっている。それは、ア

メリカの環境運動の文脈ではラディカル環境

主義であり（Dunlap＆Mertig（Ed.）１９９２

＝1993)、イギリスのDobsonl995＝２００１に

従えば、既存社会とライフスタイルの手直し

を訴える単なる環境主義（environ‐

mentalism）ではなく、そのラディカルな変

革を要求するエコロジズム（ecologism）に分

類されよう。また、資本主義の解体を前提に、

分権的で自給自足的な地域コミュニティを基

礎とする再編成を展望する点で、コーテンは

一切引用していないが、フランス・マルクス

主義の系譜からのゴルツのエコロジー的社会

変革構想（Gorzl975＝1980、Gorzl977＝

1980、Gorzl980＝1985)、アメリカ・アナー

キズムの系譜に立つブクチンの「リパタリア

ン的地域自治主義｣(Bookchinl990＝1996)、

さらにイギリス・社会主義の系譜に属するメ

ラーの「エコ・フェミ社会主義（Feminist

GreenSocialism)」（Mellorl992＝1993)、

第３世界に即して提起されたミースやシバの

｢エコフェミニズム」（Mies＆Shival993）な

どの潮流と重なる部分が多い。

６公共圏：会社による公共圏操作に対

抗するコミュニケーション共同体形

成戦略。

先に検討したように、また、次のような表現

もあるほどコーテンの権力論・階級論にとっ

て、「価値観」がもつ社会的な力（マイケル・

マンのいうイデオロギー的力といってよい）

は重要であった。

「力関係にかかわる問題のほとんどは、価値

観の問題と見ることができる。紛争が絶えな

いいまの世にあっては、人々を結集する力を

備えた価値観によって、力関係の問題を解決

する術を学ばねばならない｡」(Kortenl990＝

1995：２１４；275） 

しかしながら、さまざまな価値観が提出さ

れ、討議され、人々の間で共有されることに

よって、「人々を結集する力を備えた価値観」

が生成する場としての、公共圏の固有の問

題叩が注目されるようになるのは、会社権力

の具体的様相が分析されるようになってから
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であるすすなわち､Kortenl995＝１９９７では、

巨大会社による世界支配は､一方では、次の

ような、エリートの現状認識の錯誤として描

かれる。

「経済のグローバル化は､公益に責任を負う

べき政府を弱体化させ、決算時の短期的な好

業績のみを追求するようなひと握りの会社や

金融機関に権力を与えてしまった。そのため、

ごく少数のエリートのもとに膨大な経済力と

政治力が集積するようになった。自然の富は

ますます減少していく一方だが、そこからの

生産物のうち、エリートが手にする絶対的な

分け前は着実に増大しつづけている。それゆ

え、エリートは対システムがうまく機能して

いると信じて疑わない｡」（Kortenl995＝

1997：１２；１７－１８－部改訳）

他方で、支配される民衆の側にも現状認識

の錯誤があるが、それは､他ならぬ支配エリー

トによるメディアを通じた操作や宣伝によっ

て創り出されたものとされる。

「欠陥システムのつけを回された人々は、政

策決定権を奪われた上、自分の置かれた苦境

の原因すらわからずにいる。会社に支配され

たメディア（corporate-dominatedmedia）

が浴びせかける情報は、どれも権力者の立場

から現在の危機を分析したものに過ぎない。

世界屈指の巨大会社の系列に連なるプロパガ

ンダ機関が、私たちに絶えずこう語りかける。

消費こそ幸福への道。生活が苦しいのは、政

府が市場経済を規制しているからだ。経済の

グローバル化は歴史の必然であるとともに、

人類への恵みなのだ､と｡ところが実際には、

これらの主張はすべて、とめどない欲望を正

当化し、金の力で幻想の世界にぬくぬくと生

きる一握りのエリートによる意図的で狡滑な

介入が、どれほど人間社会を変えてしまった

かを覆い隠すためのでっち上げなのである｡」

(Kortenl995＝１９９７８１２；１７－１８） 

こうして、第３表でみたように、社会変革の

課題として、会社の政治活動や選挙運動の商

業化といった「植民地化された政治空間

(colonizedpo]iticalspaces)」の問題と並

んで、｢植民地化された文化的空間（colonized

culturalspaces)」の問題がとりあげられ、メ

ディア産業における独占の禁止、禁止を展望

した商業広告の制限、教育からの広告の追放

といった改革が提案されることになる

(Kortenl995＝１９９７３３０９－３１２；391-

393)。

とりわけ広告論は興味深い。広告は、「消費

者に必要もないものを買い込ませ、健全な社

会とは相いれない消費文化を広める」という

理由から、「広告は、確かな事実に基づく情報

のみを与えるもの以外は、公益と相いれない。

すべての広告を禁止するのが理想だ｡」と宣言

される（Kortenl995＝１９９７：３１１；393)。

しかし、あくまで現実的なコーテンは、次の

ように続ける。

「だが、少なくとも広告費支出を経費として

課税控除するのはやめ、５０％以上の税を課す
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べきだ。この税収の一部は、健康で、満足の

いく、持続可能なライフスタイルに関する消

費者教育にまわすべきだ。映画やビデオでの

タイアップやブランド名使用は禁止する。ラ

ジオやテレビの運営資金は、視聴者の受信料

や寄付からの収入に応じた額で税収入を配分

して賄うようにすればよい。製品惰報は、パ

ソコンネットや双方向テレビなどを通じて、

消費者自身が、有料のデータペースから取り

出すようにすればよい｡」（Ibid.－部改訳）

このように、公共空間を利用する商業広告

に対する課税によって、メディアの公共的．性

格を強化していこうという提案は、たとえば

ユーウェンのようなアメリカの広告研究者に

もみられるもので決してとっぴなものではな

い（Ewenl996＝２００３：４１２；524)。

Kortenl999＝2000は、このような会社に

よる公共圏操作に対抗する政策提案を前提と

したうえで、「一握りの企業による公共の場の

私物化が進み、公共の場は、本当の人間の言

論の自由を奪い、企業が言論の自由を行使す

るための場として独占されつつある。」

(Kortenl999＝２０００：１９０；288）といった

現状認識をもちながらも、さらにコミュニ

ケーション共同体をつくっていこうとする行

動提起が鮮明になる。

「私たちは－生物として、意識的に責任をも

って、自らの運命を切り拓き、地球という惑

星の進化を推進する役割を負っている。その

役割を果たすことは私たちにとって、チャン

スであるとともに義務である。…生命を救う

ために全員が同じ選択をするという保証はど

こにもない。…事実、歴史を振り返っても現

在の状況を見ても、悲観的な要素があまりに

多い。しかし、私たちが目の前の選択肢につ

いて公の場で活発に対話を行い、自らの選択

によってもたらされる結果を十分承知した上

で選択を行えば、その選択が建設的な結果を

生む可能性は大いに高くなる。こういう対話．

の推進こそ、本書執筆の目的なのである｡」

(Kortenl999＝２０００：１８；３０－３１） 

このような公共圏での対話･討議をおこなう

グローバルな広がりをもつコミュニティの形

成は、国際的なＮＧＯ活動への参加によって得

られた次のようなイメージによって支えられ

ている。

「リオデジャネイロで開催された国連環境開

発会議の市民フォーラムに参加した時…、世

界のあらゆる地域から一万八千人もの人が集

まり、地球の未来に抱く夢を共に分かち合っ

た。人種の点でも、文化、宗教、社会経済の

点でも、あれだけの規模の会議にあれほど多

様な人々が集まったのは、世界でも前例がな

かった。人々が描いている理想的な世界のビ

ジョンがあれほど一致していたことに私は深

い感動を覚えた。グローバル市民社会の誕生

が目に見える形で初めて現れたのが、あの会

議だった。だが、その経験は、それよりもは

るかに深遠な何かを示唆していた。人類が経

験したことのないような『地球的意識』の誕
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生である｡」（Ｉｂｉｄ８２７８－２７９：425）

このような大規模集会での地球規模の共同

体意識形成は、旅客機輸送の発展を前提する。

さらに、そのような意識の継続を可能にする

のは、インターネットによる通信手段の発展

であることはいうまでもない。会社支配に対

抗するグローバルな公共圏の形成は、次のよ

うに、インターネットを利用するコミュニ

ケーション共同体の形成として、展望されて

いる。

「主流派のメディアではめったに言及されな

いニュースも、コンピュータ・ネットワーク

社会では瞬時に広まるので、世界全体を巻き

込んだ運動もスムーズに運ぶ。資本主義が秘

密主義、権力の集中、強大な資金力を利用し

て貨幣の世界の主義主張を擁護しているとし

たら、グローパル化する市民社会は、情報公

開、自発的献身、どこでもすぐに自己組織化

ができる能力を利用して、生命の世界の理想

を擁護しているわけである｡」（Ibid.：２７９；

426） 

このように、コーテンの戦略論が､事実上と

はいえ、明確に開発の目的、開発にかかわる

究極の価値観を議論しあう公共圏の形成を視

野に入れたことは、主として社会主義的なも

のであったこれまでの反会社的戦略が、ユー

トピア的に、革命や前衛党やエリートの指導

に期待をいだく論理構成になっていたことと

比べて、画期的であるといえよう。

７おわりに：世界の再「部族」化？

以上みてきたように、コーテンの開発戦略

論は、電子メディア（インターネット）を基

盤とするグローバルな市民社会の形成を前提

として、いわば世界の再「部族」化0ｍをめざ

すというべきものとなっている。ここで「部

族」というのは、第一に、自然環境と調和し

うる循環型・自給的な生産と消費を行い、第

二に、直接的なコミュニケーションが可能な

地理的範囲と人口規模をもつ地域コミュニテ

ィが基本的な生活の場となり、第三に、その

ようなコミュニティどうしが、ネットワーク

的につながって、平和に共存する世界秩序を

つくることが展望されている、という意味で

ある。

だが、このグローバルな市民社会形成とい

う前提と再「部族」化という目標との間には

矛盾がある。そもそも国際的なネットワーク

でつながる世界中の無数のＮＧＯやＮＰＯを実

体とするグローバルな市民社会の形成じたい

が、多国籍企業が主導する情報産業（IT）化

を中核とする産業再編による世界的な中間層

の形成、すなわちコンピュータによって電子

メディアを用いることのできる人々の登場の

所産である。いやおうなしに世界市場での競

争に組み込まれながら、アメリカ的な匂いが

するとはいえ自由と平等の空気を吸いつつ、

ジェンダー役割を固定化する家族関係の再編

から始まり、自発的にまがりなりにも自分た
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ちを組織化してきた人｡?匂によっ；て形成されて

きたのが、このような市民社会であるとすれ

ば、さらにグローバル化を進めて、より豊か

で、自由で、平等な世界を求めこそすれ、一

見するところ歴史を逆行させ、貧困を分かち

合うような再「部族」化を求めることがあり

えるだろうか。そのような集団があるとすれ

ば、それは、世界市場の現実に適応できず､前

近代を理想化して反動化し、カルト化してテ

ロ攻撃に走る「原理主義」集団のみではない

だろうか。

この矛盾に挑むコーテンは、一方では、経験

的に、利益追求の巨大会社のグローバルな展

開が、人権侵害と環境破壊を引き起こす実態

を示し、人権保障と持続可能な発展の観点か

ら再「部族」化の方向をめざすＮＰＯやＮＧＯ

の社会運動のグローバルな実例をあげる。他

方では、理論的に、利益追求の会社というシ

ステムを廃絶し、利益関係者による所有制と

独自な直接的コミュニケーションの場として

の地域的市場を核とする再「部族」化をめざ

すことが環境問題・人権問題の解決につなが

ることを示そうとしている。それは、社会主

義、フェミニズム、エコロジー的環境運動の

論点を包摂し、多国籍企業に対抗する先進国

と第３世界とに共通する変革の展望を示そう

とするものとなっている｡

そして、そのような彼の展望は、地域ビジ

ネスの振興対地域通貨の導入やフリーマーケ

ット、フェアトレード、先住民文化への注目

など、近年の日本社会の新しい動向とも響き

あうものがあるだろう。とすれば、彼が提案

する代替開・発戦略は、ＮＧＯの実践の中から提

起されてきた社会理論研究への問題提起とし

ても受け止めねばなるまい。

注

07）公共圏の系譜としては、Habermasl961の．

整理がすぐれている。ハーバーマスのその著

書にふれることなく、セネットもＳｅ‐

nettl977=1991においてほほ同様な分析を試

みているが、文化史的、社会心理学的に興味

深い多くの論点を示した展開にもかかわらず、

公共圏再建の展望は、明確にされていない。

エーレンペルクは、ハーパーマスの「統合と

正統性を支配によってではなくコミュニケー

ションによって実現しようとする」（Ehrm-

bergl999=2001:223;305-部改訳)方向を高

く評価しつつも、「市場の構造的不平等(the

markcl，sstructuralinequalilies)は、権力関係

と不平等が一掃され、すべての行為者が平等

な条件のもとで動くような公共圏を持続させ

ることができるのか、さらに考察されるべき

である｡」（Ibid・一部改訳）とし、次のように、

ハーバーマス批判を展開する。「物質的不平等

が行き渡った環境のもとで､合理的･批判的討

論の場を構成するには、私的諸権利、形式的

平等、そして法の支配だけではおそらく不十

分であろう。どんなコミュニケーションとい

えども自然に行われることはありえず、これ

ほど市場に浸透されている市民社会において、

より良き討論が行き渡ると期待できる理由は

ない。ハーバーマスの方向は、フランクフル

ト学派一般の論調に共通する『文化』的側面

の強調と経済的側面の軽視という弱点をもっ

ている。討議倫理学は、政治的紛争、階級闘
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争、暴力、そして資本主義の櫛造的不平等に

よって特徴づけられるような環境のもとでは、

民主的な公共生活を構成することはできない。

市民社会と公共圏が徹底的に商品化されてい

るとすれば、それらがなんらかの自律的･民主

的潜在力をもつのかどうか、さらに考察され

ねばならない｡」（Ibid.:223-2246305-306

-部改訳)なるほどハーパーマスの議論は､彼

自身も言うように「臆面もなくコミュニケー

ション的理･性」を展開したものであり、人々

のコミュニケーション能力への原理的な信頼

に立脚するものと言える。だがそれは、ここ

では引用されていない彼の『コミュニケーシ

ョン的行為の理論』（Habermasl981=1985）

で展開された、アドルノ、ホルクハイマー、マ

ルクーゼらの「フランクフルト学派」的な物

象化論、すなわち市場の商品関係に巻き込ま

れた人間がコミュニケーション能力を喪失し

てしまうという悲観的議論への原理的な批判

から引き出された、ぎりぎりの地点での楽観

的展望である。「市民社会と公共圏の徹底的な

商品化」にもかかわらず､人々がコミュニケー

ション能力を失うことは決してなく、それが

「自律的･民主的潜在力」となっていることを

理論史的に証明したのが、むしろハーパーマ

スの功績であろう。この点で、「フランクフル

ト学派一般」として一括して批判しきれない

重要な前進があると筆者は思う。それにもか

かわらず、ここで提起されたような「市場の

構造的不平等」の解明が残されていることは

間違いない。この点では、コーテンによる、市

場と資本主義との区別、その上での市場の潜

在力を強調する議論は、このような公共圏論

の文脈でも注目される。

⑬遊牧民との対比をはじめ、人類学的な研究

をふまえて、部族的生活の秩序に注目する議

論はとりわけフランスで盛んである。さしあ

たり、Maffesolil992=2000参照。
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